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論文の内容の要旨
　本論文はフィリピン経済の停滞およびその回復を事例に，経済発展の成否を左右する要因として国家が持
つ能力を取り上げ，政治的視点からの分析を試みたものである。
　本論文の目的は2つに大別される。第一に，第二次世界大戦直後，すなわち独立達成直後のフィリピンが，
経済発展に有利な条件に恵まれていたにもかかわらず，ほどなく他の東アジア諸国の経済成長にはるかに遅
れをとるようになった原因を検証することにある。
　第二に，1980年代にいったん破綻に近い状態に陥ったフィリピン経済が，1990年代を迎えると経済回復
への遣を歩みだした過程を検討し，いかなる条件がそうした変化を導いたかを明らかにすることである。
　その際，本論文が着目するのは，その国で経済成長を実現するために必要とされる改革を政府が実施でき
る能力を持つかどうかである。第一の点についていえば，フィリピンの場合，土地所有に基盤を持つ強固な
エリート層が政治・経済権力を長期にわたって握り，もっぱら農産物の輸出をフィリピン経済の基礎に置い
たことが，土地改革をはじめとする変革の実現，工業化の促進などを妨げた。加えて，大統領と議会の関係
や，選挙の仕組みなど，政治制度に内包されるさまざまな問題点が，彼らエリートによる支配の強化に貢献
し，フィリピンが改革能カを獲得するのを阻害した。
　逆に，第二の点について，経済回復に向けた改革政策がようやく軌道に乗ったのは，農業エリートの支配
構造に揺らぎが生じたからである。その大きな原因は，第一に1970年代以降に顕在化した国際環境の変化
にある。それは一次産品の国際価格低落，二度に及ぶ石油ショック，対外収支の悪化，国際通貨基金（IM亙）
や世界銀行のフィリピンに対する影響力の増大などである。第二に，1986年のいわゆるピープルズ・パワー
による政権交代がもたらした制度上の大変革である。新憲法下での権力の分散化，選挙制度の変革，立法府
＝行政府問の関係円滑化，政府＝実業界の関係緊密化などがこれにあたる。
　第1章はまずフィリピン経済の歩みについて概観し，フィリピン経済失速の理由，より広くいえば経済
成長の速度において諸国間に格差が生じるのはなぜなのかという問題提起を行う。経済発展にはマクロ経済
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の安定，自由貿易，人的資本の形成，私的投資や競争を促すような環境などが必要とされるが，フィリピン
は政府の弱体さゆえにそうした条件を整えることができず，誤った政策によってむしろ成長が阻害された。
本章は，経済発展を促進するような改革を生み出す能力と，それを促すような政治制度の有無，つまり政治
的な支えを持つかどうかが，経済発展の重要な要素だと結論づける。
　第2章は次章以降の議論の前提として，いくつかの理論を検討する。従来経済発展における国家の役割
を扱ってきた諸理論は，経済発展を支える政治的要因，なかんずく国家が政策転換や改革によって経済成長
をもたらす能カについて，必ずしも十分な検討を行ってこなかった。本章は社会のエリート層の役割に注目
し，フィリピン経済の停滞や回復を，いずれも彼らの合理的選択，つまり自己利益の最大化を図った結果と
して捉える。したがって，彼らがどのような経済分野に基盤を置き，どのような経済政策を志向するか，そ
していかなる場合に改革を支持するかの解明が重要だと指摘する。
　第3章は，フィリピンのエリート層がまず経済権力を，ついで政治権力を獲得した過程を分析する。具
体的には，スペインおよびアメリカの植民地統治がこの国の政治・経済権力構造に大きな影響を与えたこと，
その結果土地所有に基盤を持つエリートによる支配構造が第二次世界大戦後も存続したこと，そのため土地
改革などが遅れ，工業化への道が事実上閉ざされたこと，1960年代には彼らの支配にも揺らぎが生じたが，
旧来の社会構造を変革するにはいたらなかったこと，1986年の革命が一時的に旧来のエリート層復活をも
たらしたこと，1990年代にエリート層の多様化が進み，それが土地改革などを実現させる原動力となった
ことなどが明らかにされる。
　第4章は，制度が政治アクターの行為を規定するという構造主義の立場から，改革の原動力の1つとし
て制度的な枠組み，とくに（1）大統領制　（2）行政府＝立法府関係の力学　（3）鐸挙制度　（4）政府と実
業界の相互関係　に着目する。フィリピンの経済発展を阻害した要因として，憲法上は権力分立制がとられ
つつも実際には大統領が議会の立法過程に主導権を発揮していたこと，大統領や議員を選出するシステムが
富裕層や知名度の高い侯補，すなわち既成のエリート層に有利なものであったことなどが示される。逆に，
経済の自由化をめざした1980～90年代のさまざまな改革，とくにラモス政権下で確立した行政府と立法
府の協力関係が，フィリピンの改革能力を増大させ，経済の好転に大きく貢献したとされる。
　第5章は国外の要因，すなわち（1）グローバル化を含む国際市場全般の変化　（2）国際社会のフィリピ
ン国内への影響力　（3）国内のグルー一プと国際社会のアクターとの連関　がフィリピン経済，とくに改革
能力の増大にもたらした影響を検証する。とくに1970年代の原油価格上昇と1980年代の一次産晶の輸出
価格下落が，対外債務の著しい膨張をつうじて亙MFや世界銀行の影響力を増大させ，経済の適正化を求め
る彼らの声にフィリピンの政治家が敏感にならざるをえない環境を創出したことが示される。
　第6章は前章までの議論を要約したうえで，結論として，経済成長をもたらす政策を生み出す能力の有
無が，その国の経済発展にとって重要であることを再確認する。その能力とは，（1）政府内の組織ごとに
特質も目標も別個であり，先進諸国と発展途上諸国でも内容は異なる　（2）階層的であり，能力ごとに重
要度が異なる　（3）さまざまな制度の結びつき，とくにエリート支配の構造と彼らの経済的選好がそれを
つくりだす　という特徴を持つ。また，第一に杜会の大変動（たとえば1986年の革命），第二に国外から
の影響（たとえばIMFや世界銀行）が，改革能力を生み出す重要な要因として理解される。
審査の結果の要旨
　第一に，本論文は第二次世界大戦後のフィリピン経済の停滞および1990年代以降のその回復を，その歴
史的・政治的背景，とくに政治権力の構造や実態，政治制度の特質や変遷などの側面から検証したものであ
り，非常に実証性の高い研究として評価できる。
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　第二に，理論面では，エリート論と制度論の融合によって，フィリピンの政治経済構造の変化と政策の転
換を分析している。とくにアキノ～ラモス政権下での政策過程の構造変化についての分析はきわめて説得力
があり，権カエリート層と制度改革の相関性の分析に本論文の独自性が認められる。ただし，ガバナンスの
能力，民主制とポピュリズムの関連性など，それ以外のさまざまな勢力や要因についての検討がやや希薄な
面も見受けられる。
　第三に，本論文の分析はフィリピンー国にとどまらず，グローバル化を中心とする国際政治経済構造の変
容をも射程に入れている。したがって，経済発展論，政策過程論，政治制度論，比較政治経済分析，国際関
係論といった領域にまたがる，新しい政治経済学の理論的革新につながる可能性を示している。ただし，フィ
リピンについての検証がそれ以外の諸国や地域にどこまで適用可能か，また同じフィリピンでも異なった時
代環境にどこまで適合するかについては，なお精綴な検証が必要であり，本論文の独創性をどこまで発展さ
せられるかはなお今後の研究課題というべきである。
　よって，著者は博士（法学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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